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平成２０年 ３月期 決算短信 

平成２０年 ４月２４日 

上 場 会 社 名        沖ウィンテック株式会社      上場取引所 東証二部 
コ ー ド 番 号         1767                        （ＵＲＬ  http://www.okiwintech.co.jp) 
代  表  者 （役職名） 代表取締役社長    （氏名） 佐野 勝彦 
問合せ先責任者 （役職名） 取締役経理部長    （氏名） 太田 敬一    ＴＥＬ (03)3740－2111 
定時株主総会開催予定日  平成 20 年 ６月 27 日 配当支払開始予定日   平成 20 年 ６月 30 日 
有価証券報告書提出予定日 平成 20 年 ６月 27 日  
  

（百万円未満切捨て） 
１．20 年３月期の連結業績（平成 19 年 ４月 １日～平成 20 年 ３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20 年３月期 
19 年３月期 

31,191    9.0 
28,624    8.5 

1,149    18.8
967    17.2

1,290    23.1 
1,048    15.1 

716   49.5
479  △7.4

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

20 年３月期 
19 年３月期 

59.41 
39.74 

     － 
     － 

5.2 
3.6 

4.7 
4.0 

3.7 
3.4 

(参考) 持分法投資損益       20 年３月期    － 百万円  19 年３月期      － 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19 年３月期 

27,344 
27,060 

14,037 
13,685 

51.2 
50.5 

1,159.59 
1,133.00 

(参考) 自己資本       20 年３月期 13,988 百万円  19 年３月期 13,675 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年３月期 
19 年３月期 

453 
1,578 

△266 
△261 

△206 
△366 

6,874 
6,894 

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日）中間期末 期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

19 年３月期 
20 年３月期 

4.00 
4.00 

4.00 
4.00 

8.00
8.00

96 
96 

20.1
13.5

0.7 
0.7 

21 年３月期 
（予想） 

4.00 4.00 8.00
 

13.4
 

 
 
３．21 年３月期の連結業績予想（平成 20 年 ４月 １日～平成 21 年 ３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

第２四半期連結累計期間 
通    期 

12,000 △0.1 
31,300   0.3 

△20  －
1,160  0.9

70 41.4
1,280 △0.9

20 △33.7 
720   0.4 

1.66 
59.67 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
新規  － 社（社名 － ）   除外 － 社（社名 － ） 
 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
〔(注)詳細は、16 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年３月期 12,100,000 株 19 年３月期 12,100,000 株 
②期末自己株式数  20 年３月期 36,240 株 19 年３月期 29,540 株 
 (注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24 ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.20 年３月期の個別業績(平成 19 年 ４月 １日～平成 20 年 ３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20 年３月期 
19 年３月期 

26,565     3.3 
25,726     2.1 

969     20.8
803    7.2

1,116     21.3 
920    5.8 

596      37.7
432     △11.8 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

20 年３月期 
19年３月期 

49.40 
35.85 
       － 
       － 

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19年３月期 

24,547 
24,933 

13,236 
13,043 

53.9 
52.3 

1,097.23 
1,080.63 

(参考) 自己資本       20 年３月期 13,236 百万円  19 年３月期 13,043 百万円   
２．21 年３月期の個別業績予想（平成 20 年 ４月 １日～平成 21 年 ３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭
第２四半期累計期間 
通    期 

10,000 △2.0 
26,500 △0.2 

△70  －
980   1.0

20 181.9
1,100 △1.5

△10  － 
600   0.6 

△0.83 
49.72 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性

を含んでいます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績予想は大きく異なる結果となり得る

ことをご承知おき下さい。 

なお、上記予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

完 成 工 事 高 ： ３１１億９１百万円 （前期比 ９．０％増） 

営 業 利 益 ： １１億４９百万円 （前期比１８．８％増） 

経 常 利 益 ： １２億９０百万円 （前期比２３．１％増） 

当 期 純 利 益 ： ７億１６百万円 （前期比４９．５％増） 

１株当たり当期純利益 ： ５９円４１銭 （前期比１９円６７銭増）

 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が良好な水準を維持し、雇用状況は改善が

進み、個人消費が底堅く推移したことで、緩やかな拡大基調が続きましたが、サブプライム住

宅ローン問題を背景とした米国経済の減速、年明け以降の急激な円高・ドル安、株価の下落、

原油価格の高騰等の影響により、徐々に足踏み状態へと変化してまいりました。 

当社グループを取り巻く事業環境は、公共工事は総じて低調であり、また、民間工事におい

ても年度後半に入り企業の設備投資に弱含みの傾向が見られ、前期と同様に熾烈な受注獲得競

争が続きました。 

当社グループは、このような事業環境のもと、グループ全体をあげて顧客重視の積極的な「攻

めの経営」の加速を図り、受注・売上・収益の最大化に取り組んでまいりました。 

その結果、当連結会計年度の連結完成工事高は、前期比 9.0％増の 311 億 91 百万円になりま

した。 

情報通信システム部門につきましては、中・小規模事業者のＩＰ化・モバイル化提案の強化

推進、また、小型ＩＰ交換機工事、ネットワーク構築工事、セキュリティシステム等の獲得に

注力したこと、および連結子会社が３社増えたことにより、連結完成工事高は、前期比 17.9％

増の 205 億 48 百万円（構成割合 65.9％）になりました。 

電気設備部門につきましては、営業拠点を絞り込み効率化を図ったこと、また、採算性を重

視した物件の選別を行ったことにより、連結完成工事高は、前期比 4.5％減の 104 億 90 百万円

（構成割合 33.6％）になりました。 

収益につきましては、技術者の効率的配置による生産性の向上や、個別プロジェクトの工程

進捗管理の徹底等原価低減諸施策を着実に実行したこと、および新たに連結子会社３社が加わ

ったこと等により、営業利益は前期比 18.8％増の 11 億 49 百万円、当期純利益は前期比 49.5％

増の７億 16 百万円となりました。 
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業績推移   （単位:百万円）

 
第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期 

第 47 期 
平成 19 年 3 月期 

第 48 期 
平成 20 年 3 月期 

完 成 工 事 高 ２８，６８２ ２６，３８２ ２８，６２４ ３１，１９１

営 業 利 益 １，０２３ ８２６ ９６７ １，１４９

経 常 利 益 １，０８８ ９１０ １，０４８ １，２９０

当 期 純 利 益 ４８８ ５１７ ４７９ ７１６

自己資本当期純利益率(%) ３．９ ４．０ ３．６ ５．２

総資産経常利益率(%) ４．２ ３．６ ４．０ ４．７

売上高営業利益率(%) ３．６ ３．１ ３．４ ３．７

１株当たり当期純利益 

         (円) 
４０．３９ ４２．８６ ３９．７４ ５９．４１

株 価 収 益 率 ( 倍 ) １４．６ １７．０ １３．０ ８．６

従 業 員 数 （ 人 ） ７１２ ６８７ ７３４ ８０７

 

（次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、サブプライム住宅ローン問題を背景とする米国経済の減速、

株式・為替市場の変動、原油価格の動向等、景気の下振れリスクの高まりが懸念されることか

ら、国内経済は、しばらくは足踏み状態が続くものと想定されます。 

当社グループの事業領域におきましては、公共工事は今後も低調であり、また、これまで増

加基調だった企業の設備投資計画も減少することが予測され、低価格による受注獲得競争は相

変わらず激しく、引き続き厳しい状況で推移すると予想されます。 

このような事業環境のもと、情報通信システム分野では、固定通信と携帯電話の融合や通信

のさらなる高速化、高品質化、また、マルチインフラ化が進展いたします。当社といたしまし

ては、これらの環境の変化にいち早く対応するとともに、いままで培ってきた技術を基本に、

企業内システムのＩＰ化・セキュリティ強化等に対応するインフラを提案・提供することで事

業拡大を目指してまいります。 

電気設備分野につきましては、スクラップ＆ビルドからオフィスコンバージョンへと変化す

る環境に対応した提案を積極的に行い、リニューアル物件の獲得増大を図ります。また、既存

顧客を基軸としたクロスセルにより、情報システム分野の受注拡大にも注力してまいります。 

保守サービス事業につきましては、「２４時間３６５日、安全・安心・確実」な保守サービス

を全国のお客様に提供し、顧客満足の向上を図ってまいります。また、さらなるお客様の信頼

を勝ち得るべく新規保守サービスへの取り組みや、保守契約の増大のため種々の施策を実施す

るとともに、引き続きリモートメンテナンスの拡大に努め、安定した収益基盤を今以上強固な

ものにするよう取り組んでまいります。 

急激に進む技術革新にすばやく対応し、拡大するビジネスチャンスを確実に捉え、情報通信

システム部門と電気設備部門の二本柱を持つ強みと、充実した保守サービス体制を備えたワン

ストップサービスを提供する企業グループとして顧客重視の営業を推進し、受注・売上・収益

の最大化を目指した「攻めの経営」の加速を図ってまいります。また、採算性に重点をおいた

受注活動をさらに徹底し、厳しい競争に打ち勝つためにプロジェクト単位のコスト管理、施工

管理手法の高度化、工程進捗管理の徹底、施工生産性の向上等によりコスト削減を図り、さら

なるコスト競争力の強化に努めてまいります。 
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（２）財政状況に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況に関する分析 

当連結会計年度末の総資産は 273 億 44 百万円となり、前連結会計年度末に比し２億 83 百万

円増加いたしました。 

流動資産は 199 億５百万円となり、１億 23 百万円の増加となりました。これは主に現金預金

の増加４億 70 百万円、有価証券の減少３億 40 百万円等によるものであります。 

固定資産は 74 億 39 百万円となり、１億 60 百万円の増加となりました。 

当連結会計年度末の負債合計は 133 億 7 百万円となり、前連結会計年度末に比し 67 百万円減

少いたしました。 

流動負債は 103 億 55 百万円となり、１億 70 百万円の減少となりました。これは主に支払手

形・工事未払金等の減少５億 40 百万円、短期借入金の増加２億円等によるものであります。 

固定負債は 29 億 51 百万円となり、１億２百万円の増加となりました。 

当連結会計年度末の純資産合計は 140 億 37 百万円となり、前連結会計年度末に比し３億 51

百万円増加いたしました。これは主に利益剰余金が６億 20 百万円増加した一方で、その他有価

証券評価差額金の減少３億３百万円等によるものであります。 

 
②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年

度末に比べ 19 百万円減少し、68 億 74 百万円となりました。 

当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、４億 53 百万円となりました。これは主に、仕入債務の減少

による９億 41 百万円、法人税等の支払い５億 87 百万円等の資金の減少があったものの、税金

等調整前当期純利益 12 億 89 百万円、売上債権の減少による６億 26 百万円等を計上したことに

より資金が増加したものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、２億 66 百万円となりました。これは主に有形・無形固定資

産の取得による４億９百万円の資金の減少と、有価証券の売却による１億円の資金の増加によ

るものであります。 
 
営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリー

キャッシュ・フローは１億 87 百万円となりました。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、２億６百万円となりました。これは主に借入金の減少によ

る１億 10 百万円、配当金の支払による 96 百万円等の資金の減少によるものであります。 
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③財政状態推移 

 （単位：百万円）

 
第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期 

第 47 期 
平成 19 年 3 月期 

第 48 期 
平成 20 年 3 月期 

純 資 産 額 １２，７０２ １３，３０９ １３，６８５ １４，０３７

総 資 産 額 ２５，８１９ ２４，９６３ ２７，０６０ ２７，３４４

１株当たり純資産額(円) １，０５０．７８ １，１０２．３５ １，１３３．００ １，１５９．５９

自 己 資 本 比 率 ( % ) ４９．２ ５３．３ ５０．５ ５１．２

営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
１４４ １，３３６ １，５７８ ４５３

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
△   １８５ ２５ △   ２６１ △   ２６６

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
８９ △   １６６ △   ３６６ △   ２０６

現金及び現金同等物 

の 期 末 残 高 
４，７４７ ５，９４３ ６，８９４ ６，８７４

 

④キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期 

第 47 期 
平成 19 年 3 月期 

第 48 期 
平成 20 年 3 月期 

自 己 資 本 比 率 ( ％ ) ４９．２ ５３．３ ５０．５ ５１．２

時 価 ベ ー ス の 

自己資本比率（％）
２７．５ ３５．３ ２３．０ ２２．６

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（％）
３８４．０ ３８．８ ２１．１ １２１．４

イ ン タ レ ス ト ・ 

カバレッジ・レシオ
２６．２ ３０５．７ ３３４．４ ５０．８

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の

利息の支払額を使用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、安定配当を基本としつつ、株主の皆様への利益還元と、将来の事業展開のため内部

留保とのバランスを考慮し、配当を行うことを基本方針としております。 

当期の配当につきましては、中間配当として１株当たり４円を実施し、期末配当も同額の４

円として、年間８円とさせていただきたく定時株主総会に提案する予定であります。 

また、次期の配当につきましては、当社を取り巻く建設市場は減少傾向にあり、厳しい競争

を強いられることが予想され、予断を許さない状況にありますが、現時点では、中間配当４円、

期末配当４円の年間８円を予定しております。 

 

（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼすリスクには、様々な要因が

あり、当社グループの事業展開上可能性があると考えられる主な事項および投資判断上重要と

考えられる事項について以下へ記載しております。 

なお、文中における将来に関する事項は、決算短信提出日（平成 20 年４月 24 日）現在にお

いて当社グループが判断したものであります。 

 

①法的規制について 

当社グループは、我が国における各種法令の遵守に向け「コンプライアンス体制の整備」、「コ

ーポレートガバナンスの充実」等の構築に取り組んでおります。特に、建設業における「公共

工事の入札および契約の適正化の促進に関する法律」（平成 13 年４月施行）を踏まえ建設業法

遵守に向け、モニタリング・事例研究等による定期的な教育および監視活動を実施しておりま

す。しかしながら、万が一にも各種法令等の違反が起こった場合には、監督官庁他からの行政

処分等を受けることになり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

②特定取引先について 

当社グループは、当社の親会社であります沖電気工業㈱ならびにＯＫＩグループ企業の情報

通信システム分野の施工・サービスを一部請負っております。従いまして親会社ならびにＯＫ

Ｉグループ企業の受注動向によっては当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

 

③市場の動向について 

当社グループの事業領域における工事の減少や、建設資材等の調達コストの大幅な増加が当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループの連結完成工事高は、

建設業の特徴であります完成引渡しが著しく下半期に集中する傾向にあり、契約工期等の変更

が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④情報セキュリティについて 

当社グループは、事業活動の過程において発生するさまざまな情報を取り扱っております。 

情報セキュリティにつきましては、漏洩等の事故防止のための諸施策を講じております。し

かしながら万一保有情報の漏洩等が発生した場合は、お客様をはじめ対外的な信用を失うこと

になり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤重大な事故の発生について 

当社グループは、設備工事を主な事業としております。施工するにあたり「安全・安心・確

実」をモットーとし、安全・品質管理に対する取り組みには万全を期し、事故の発生防止に努

めております。 

しかしながら、万が一、重大な事故を発生させた場合、お客様をはじめ対外的な信用を失う

ほか、損害賠償義務の発生や受注機会の減少等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 
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⑥保有有価証券の時価下落について 

当社グループは、株式市場の影響を受ける有価証券を保有しております。これらの有価証券

の時価が著しく下落した場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

２．企業集団の状況 

当社グループは、当社、親会社、子会社、非連結子会社で構成されており、その主な内容と

各社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

当社は、情報通信システム、電気設備、その他これらに関連する事業を行っております。 

親会社沖電気工業㈱は、情報通信システム、半導体、プリンタ、その他の製造および販売を

事業としており、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 

連結子会社芝浦沖電設㈱は、当社が受注した電気設備工事の一部の設計施工およびサポート

サービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱オーテムは、当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工およびサ

ポートサービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱オーケーエンタプライズは、建設資材の販売、車両・事務機器等のリース、一

般派遣事業および不動産賃貸事業を行っております。 

連結子会社沖テレコム㈱は、ノーテルネットワークス社製の通信機器の販売ならびにこれら

に関する設計施工およびサポートサービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱システムインテックは、無線技術をベースとした情報通信システム関連のコン

サルティング、設計、施工、試験調整、保守運用サービス業務を中心に事業を行っております。 

連結子会社九州沖通信機㈱は、沖電気工業㈱製の通信機器販売ならびにこれらに関する施工

等を行うとともに、当社が受注した情報通信システム工事の一部の施工およびサポートサービ

ス等の事業を行っております。 

連結子会社㈱山田商会は、沖電気工業㈱製の通信機器販売ならびにこれらに関する施工等を

行うとともに、ドキュメントサービス事業も併せて行っております。また、当社が受注した情

報通信システム工事の一部の施工およびサポートサービス等の事業を行っております。 

連結子会社三紀電気工業㈱は、沖電気工業㈱製の通信機器販売ならびにこれらに関する施工

等を行うとともに、当社が受注した情報通信システム工事の一部の施工およびサポートサービ

ス等の事業を行っております。 

非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱は通信サービス事業、ならびに情報通信システム工事の

設計施工およびサポートサービス事業を行っております。 
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・
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ス
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販
　
売

顧　　　　　　　　　　　　　客

連結子会社
沖テレコム㈱

連結子会社
㈱オーテム

電
気
設
備
工
事
の
施
工
等

    連結子会社
  ㈱オーケー
    エンタプライズ

資
材
販
売
・
リ

ー
ス

一
般
派
遣
事
業

 
情
報
通
信
シ
ス
テ
ム

 
 
機
器
の
仕
入

情
報
通
信
シ
ス
テ
ム
・
電
気
設
備
工
事

 
 
 
 
 
 
の
請
負
・
サ
ポ
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ト
サ

ー
ビ
ス
等

情
報
通
信
シ
ス
テ
ム
機
器

の
仕
入

情
報
通
信
シ
ス
テ
ム
工
事
の
施
工
等

《その他の会社》

　非連結子会社

　　ジェイ・エヌ・オー㈱他　情報通信システム工事の施工等

連結子会社
㈱システムインテック

販

売

・

工

事

請

負

・

サ

ポ

ー

ト

サ

ー

ビ

ス

     連結子会社
 ※1 九州沖通信機㈱

     連結子会社
 ※2 ㈱山田商会

     連結子会社
 ※3 三紀電気工業㈱

販

売

・

工

事

請

負

・

サ

ポ

ー
ト

サ

ー
ビ

ス

情
報
通
信
シ
ス
テ
ム
工
事
の
施
工
等

※1 九州沖通信機㈱は、平成１９年４月に株式を68.0％取得し、既取得分と合わせて88.0%を

　　所有する連結子会社となりました。

※2 ㈱山田商会は、平成１９年４月に株式を56.5%取得し、連結子会社となりました。

※3 三紀電気工業㈱は、平成１９年６月に株式を100.0%取得し、連結子会社となりました。

当　　　　　　　　　　　　　社

連結子会社
芝浦沖電設㈱

親会社
沖電気工業㈱
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、情報通信システム分野と電気設備分野を事業の両輪として、長年培ってき

た両事業分野の実績と強みを活かし、激変する技術革新を先取りし、事業環境の変化に迅速に

対応すべく、グループ全体をあげて積極的な「攻めの経営」の加速を推進しております。お客

様の多様化・高度化するニーズにお応えすべく、高品質で顧客満足度の高い幅広いサービスの

提供を行い、企業価値の向上に努めていくことを経営の基本方針としております。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、事業活動における収益力の向上が企業価値を高めるための最重要事項であ

るとの認識から、売上高営業利益率を経営指標としており、平成 21 年度を最終年度とする中期

経営計画において売上高営業利益率５％以上を目標としております。 

 

（３）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

わが国の景気は年明け以降足踏み状態が続いており、また、当社を取り巻く経営環境も価格

競争が相変わらず激しく、引き続き厳しい状況で推移すると予想されます。 

このような環境下において、当社グループは、企業価値の向上を目指し、「攻めの経営」の加

速を図るため、平成 19 年度を初年度とする中期経営計画を策定いたしました。 

受注・売上・収益の最大化を図るべく、平成 21 年度の最終年度に売上高営業利益率５％以上

を目標としました。具体的には、以下の諸施策を実行推進してまいります。 
 
① 顧客重視の提案営業力、販売チャネルの強化  
② 保守サービス事業の強化・拡大  
③ 施工生産性の向上等コスト競争力の強化  
④ 活力ある組織づくりに向けた人事施策の推進 
⑤ 内部統制の構築等、経営管理体制の強化 
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４.連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

年度別 前連結会計年度 当連結会計年度

  科  目 構成比 構成比 金　額

％ ％ 

Ⅰ

現 金 預 金 3,089 3,559

受取手形・完成工事未収入金等 11,046 10,808

有 価 証 券 3,905 3,565

未 成 工 事 支 出 金 等 1,338 1,481

繰 延 税 金 資 産 318 390

そ の 他 113 125

   貸   倒   引   当   金 △ 30 △ 25

19,781 73.1 19,905 72.8 123 

Ⅱ

１

建 物 ・ 構 築 物 1,483 1,558

機 械 ・ 運 搬 具 ・
工 具 器 具 備 品

1,303 1,454

土 地 2,513 2,536

建 設 仮 勘 定 5 ―

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,750 △ 1,855

有 形 固 定 資 産 合 計 3,556 3,694

２ 254 249

３

投 資 有 価 証 券 1,671 1,203

長 期 貸 付 金 147 129

繰 延 税 金 資 産 818 1,035

そ の 他 941 1,308

   貸   倒   引   当   金 △ 111 △ 182

投資その他の資産合計 3,468 3,495

固 定 資 産 合 計 7,279 26.9 7,439 27.2 160 

27,060 100.0 27,344 100.0 283 

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

無　形　固　定　資　産

有　形　固　定　資　産

流 動 資 産

固 定 資 産

金　額

増　減

(  資  産  の  部  )

(平成19年３月31日現在) (平成20年３月31日現在)

金　額
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（単位：百万円）

年度別 前連結会計年度 当連結会計年度

  科  目 構成比 金　額 構成比 金　額

％ ％ 

Ⅰ

支払手形・工事未払金等 8,052 7,512

短 期 借 入 金 320 520

未 払 費 用 843 906

未 払 法 人 税 等 321 387

未 払 消 費 税 等 252 255

未 成 工 事 受 入 金 316 364

完 成 工 事 補 償 引 当 金 7 6

工 事 損 失 引 当 金 49 72

そ の 他 363 330

流 動 負 債 合 計 10,526 38.9 10,355 37.9 △ 170 

Ⅱ

長 期 借 入 金 0 18

退 職 給 付 引 当 金 2,672 2,636

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 163 196

そ の 他 12 99

固 定 負 債 合 計 2,848 10.5 2,951 10.8 102 

13,375 49.4 13,307 48.7 △ 67 

Ⅰ

資 本 金 2,001 7.4 2,001 7.3 ― 

資 本 剰 余 金 1,600 5.9 1,600 5.9 ― 

利 益 剰 余 金 9,618 35.6 10,239 37.4 620 

自 己 株 式 △ 17 △0.1 △ 21 △0.1 △ 3 

株 主 資 本 合 計 13,203 48.8 13,820 50.5 616 

Ⅱ

その他有価証券評価差額金 471 1.8 168 0.6 △ 303 

評価・換算差額等合計 471 1.8 168 0.6 △ 303 

Ⅲ　 10 0.0 48 0.2 38 

13,685 50.6 14,037 51.3 351 

27,060 100.0 27,344 100.0 283 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

(  負  債  の  部  )

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

株 主 資 本

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

(  純　資　産　の　部  )

少 数 株 主 持 分

金　額

増　減
(平成19年３月31日現在) (平成20年３月31日現在)
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（２）連結損益計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

年度別 前連結会計年度 当連結会計年度

  科  目 百分比 百分比 金　額 増減比

％ ％ ％ 

Ⅰ 28,624 100.0 31,191 100.0 2,566 9.0 

Ⅱ 23,715 82.8 25,477 81.7 1,761 7.4 

完 成 工 事 総 利 益 4,908 17.2 5,713 18.3 804 16.4 

Ⅲ 3,941 13.8 4,563 14.6 622 15.8 

営 業 利 益 967 3.4 1,149 3.7 182 18.8 

Ⅳ

受 取 利 息 20 27 

受 取 配 当 金 22 26 

保 険 金 収 入 14 37 

貸 倒 引 当 金 戻 入 0 1 

そ の 他 30 89 0.3 76 170 0.5 80 90.5 

Ⅴ

支 払 利 息 4 8 

棚 卸 資 産 廃 棄 損 ― 13 

そ の 他 3 8 0.0 7 29 0.1 20 250.3 

経 常 利 益 1,048 3.7 1,290 4.1 242 23.1 

Ⅵ

固 定 資 産 売 却 益 0 0 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― 69 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 0 0 0.0 ― 70 0.2 69 ― 

Ⅶ

固 定 資 産 売 却 損 0 1 

固 定 資 産 除 却 損 11 3 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― 0 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 0 5 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4 59 

特 別 退 職 金 6 22 0.1 0 71 0.2 48 215.6 

税金等調整前当期純利益 1,026 3.6 1,289 4.1 263 25.6 

法人税、住民税及び事業税 492 629 

法 人 税 等 調 整 額 53 545 1.9 △ 52 576 1.8 30 5.7 

少数株主利益・損失(△) 1 0.0 △ 3 △ 0.0 △ 4 ― 

当 期 純 利 益 479 1.7 716 2.3 237 49.5 

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 外 収 益

増　　減

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価

販 売 費及 び 一 般 管 理費

金　 額 金　 額

自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日

至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日
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（３）連結株主資本等変動計算書 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

2,001 1,600 9,618 △ 17 13,203 471 471 10 13,685 

剰余金の配当 △ 96 △ 96 ― △ 96 

当期純利益 716 716 ― 716 

自己株式の取得 △ 3 △ 3 ― △ 3 

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

― △ 303 △ 303 38 △ 265 

― ― 620 △ 3 616 △ 303 △ 303 38 351 

2,001 1,600 10,239 △ 21 13,820 168 168 48 14,037  平成20年３月31日残高

 平成19年３月31日残高

 連結会計年度中の変動額

 連結会計年度中の変動額合計

株主資本
合計

株 主 資 本

資本金
利益
剰余金

資本
剰余金

自己株式

当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）

評価・換算
差額等
合計

評価・換算差額等

純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

少数株
主持分

（単位：百万円）

2,001 1,600 9,235 △ 15 12,822 486 486 ― 13,309 

剰余金の配当(注） △ 48 △ 48 ― △ 48 

剰余金の配当 △ 48 △ 48 ― △ 48 

当期純利益 479 479 ― 479 

自己株式の取得 △ 1 △ 1 ― △ 1 

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

― △ 14 △ 14 10 △ 4 

― ― 383 △ 1 381 △ 14 △ 14 10 376 

2,001 1,600 9,618 △ 17 13,203 471 471 10 13,685 

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

評価・換算
差額等
合計

評価・換算差額等

純資産
合計

 連結会計年度中の変動額合計

株主資本
合計

株 主 資 本

資本金
その他有
価証券評
価差額金

少数株
主持分利益

剰余金
資本
剰余金

自己株式

 平成19年３月31日残高

 平成18年３月31日残高

 連結会計年度中の変動額
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（４）連結キャッシュ･フロー計算書 

 

 

年度別

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,026 1,289 263

減 価 償 却 費 198 254

の れ ん 償 却 額 14 9

負 の の れ ん 償 却 額 ― △ 23

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) 5 64

完成工事補償引当金の増減額(減少：△) ― △ 1

工事損失引当金の増減額(減少：△) 49 23

退職給付引当金の増減額(減少：△) △ 1 △ 101

その他引当金の増減額 (減少：△ ) △ 17 △ 29

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 43 △ 54

支 払 利 息 4 8

固 定 資 産 売 却 益 △ 0 △ 0

固 定 資 産 売 却 損 0 1

固 定 資 産 除 却 損 11 3

有価証券及び投資有価証券売却損・益（△） ― △ 69

特 別 退 職 金 6 0

売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △ 627 626

未成工事支出金等の増減額(増加：△) △ 130 △ 90

仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) 1,276 △ 941

未成工事受入金の増減額(減少：△) 1 46

未払消費税等の増減額 (減少：△ ) 27 △ 6

そ の 他 107 △ 12

小 計 1,910 996 △ 913

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 43 54

支 払 利 息 の 支 払 額 △ 4 △ 8

特 別 退 職 金 の 支 払 額 △ 6 △ 0

法 人 税 等 の 還 付 額 1 ―

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 365 △ 587

1,578 453 △ 1,124

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ― 100

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 197 △ 259

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0 3

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 60 △ 150

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 3 △ 105

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ― 141

出 資 金 の 払 込 に よ る 支 出 ― △ 200

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による収入 ― 195

そ の 他 △ 0 8

△ 261 △ 266 △ 4

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 れ に よ る 収 入 120 388

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 245 △ 498

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ― 20

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 143 △ 16

配 当 金 の 支 払 額 △ 96 △ 96

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1 △ 3

△ 366 △ 206 159

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 950 △ 19 △ 969

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,943 6,894 950

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 6,894 6,874 △ 19

前連結会計年度

至 平成19年３月31日

自 平成18年４月１日

金　　　額

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

  科  目 金　　　額

増　　　減

（単位：百万円）

当連結会計年度

自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日

金　　　額
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(５)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 ８社 
連結子会社は、芝浦沖電設㈱、㈱オーテム、㈱オーケーエンタプライズ、沖テレコム㈱、   

㈱システムインテック、九州沖通信機㈱、㈱山田商会、三紀電気工業㈱の８社であります。 
主要な非連結子会社 ジェイ・エヌ・オー㈱ 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
２．持分法の適用に関する事項 
非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱他については連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 
 時価のないもの  移動平均法による原価法 
②たな卸資産 
未成工事支出金  個別法による原価法 

 
(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
①有形固定資産  定率法によっております。 

  ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法によっております。 
 （会計方針の変更） 
  法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成

19 年４月１日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。これによる損益に与える影響は軽微でありま

す。 

 （追加情報） 
  法人税法の改正に伴い、平成 19 年３月 31 日以前に取

得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。これによる損益に

与える影響は軽微であります。 

②無形固定資産  定額法によっております。 
  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。 
(3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 
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②完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結

会計年度末に至る１年間の完成工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて計上しております。 
③工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計

年度末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高

く、かつ金額を合理的に見積もることができる場合に、

その損失見込額を計上しております。 
④退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 
  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法に

より費用処理しております。 
  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）

による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 
  なお、一部の子会社は、会計基準変更時差異について

15 年による按分額を費用処理しております。 
⑤役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(5)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
①長期請負工事の収益計上基準 
請負金額２億円超で、かつ工期が 24 ヵ月を超える工事については、工事進行基準を適

用しており、完成工事高は 135 百万円であります。 
②消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
のれん及び負ののれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、20

年以内の合理的な年数で規則的に償却しております。 
６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 
 

(６)注 記 事 項 
 
（連結貸借対照表関係） 前連結会計年度 当連結会計年度 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 
   担保に供している資産 

建物 ― 41 百万円 

土地 ― 22 百万円 

   担保に係る債務 

長期借入金（１年以内返済額を含む） ― 27 百万円 
２．非連結子会社及び関連会社に対する金額 
投資有価証券（株式） 17 百万円 10 百万円 
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３．連結会計年度末満期手形 
連結会計年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が当連結会

計年度末日の残高に含まれております。 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
受取手形 18 百万円 ― 

 
（連結損益計算書関係） 前連結会計年度 当連結会計年度 
１．固定資産売却益の主なもの 車両 車両 
２．固定資産売却損の主なもの 車両 建物 
３．固定資産除却損の主なもの 建物及び 工具器具備品   
 工具器具備品 
   
（連結株主資本等変動計算書関係） 
 前連結会計年度（自平成 18 年４月１日 至平成 19 年３月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株） 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

 普通株式 12,100,000 ― ― 12,100,000 

合計 12,100,000 ― ― 12,100,000 

自己株式     

 普通株式 26,440 3,100 ― 29,540 

合計 26,440 3,100 ― 29,540 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 
 
２．配当に関する事項 

①配当金支払額 
決議 株式の種類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 18 年６月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 48 4.00 平成 18 年３月 31 日 平成 18 年６月 30 日

平成 18 年 10 月 26 日 

取締役会 
普通株式 48 4.00 平成 18 年９月 30 日 平成 18 年 12 月５日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるも

の 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の

総額 

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 48 4.00 平成 19 年３月 31 日 平成 19 年６月 27 日

 
 当連結会計年度（自平成 19 年４月１日 至平成 20 年３月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株） 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

 普通株式 12,100,000 ― ― 12,100,000 

合計 12,100,000 ― ― 12,100,000 

自己株式     

 普通株式 29,540 6,700 ― 36,240 

合計 29,540 6,700 ― 36,240 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 
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２．配当に関する事項 

①配当金支払額 
決議 株式の種類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 48 4.00 平成 19 年３月 31 日 平成 19 年６月 27 日

平成 19 年 10 月 30 日 

取締役会 
普通株式 48 4.00 平成 19 年９月 30 日 平成 19 年 12 月５日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるも

の 

 次のとおり、決議を予定しております。 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の

総額 

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 20 年６月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 48 4.00 平成 20 年３月 31 日 平成 20 年６月 30 日

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

現金預金勘定 3,089 百万円 3,559 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― △249 百万円 

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 3,804 百万円 3,565 百万円 

現金及び現金同等物 6,894 百万円 6,874 百万円 

 
（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める情

報通信システム及び電気設備工事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 

在外支店及び在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

３．海外売上高 

海外売上高が連結売上高の 10％未満で重要性がないため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

 
（リース取引関係） 
決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたします。 
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（関連当事者との取引） 
前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引の内容
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

親会社 沖電気工 

業㈱ 

東京都 

港区 

76,940 兼任 

２人 

受 取 手

形・完成

工 事 未

収 入 金

等 

2,418

    

(被所有)

直接 54.0

間接 0.4

 

工事請負 4,796 

未 成 工

事 受 入

金 

17

    

情 報 通 信

システム、

半導体、プ

リンタ、そ

の 他 の 製

造 及 び 販

売 

  

当 社 は 情

報 通 信 シ

ス テ ム 工

事 及 び 電

気 設 備 工

事 を 請 負

施 工 し て

おります。

ま た 前 記

工 事 に 関

連 す る 一

部 の 資 材

等 を 購 入

し て お り

ます。 

資材等の 

購入 
2,167 

支 払 手

形・工事

未 払 金

等 

1,271

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
工事請負、資材の購入については、当社と関係を有しない他の当事者の取引条件と同様に決定してお

ります。 
 

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ 親会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引の内容
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

親会社 沖電気工 

業㈱ 

東京都 

港区 

76,940 兼任 

３人 

受 取 手

形・完成

工 事 未

収 入 金

等 

2,670

    

(被所有)

直接 53.9

間接 0.4

 

工事請負 4,499 

未 成 工

事 受 入

金 

10

    

情 報 通 信

システム、

半導体、プ

リンタ、そ

の 他 の 製

造 及 び 販

売 

  

当 社 は 情

報 通 信 シ

ス テ ム 工

事 及 び 電

気 設 備 工

事 を 請 負

施 工 し て

おります。

ま た 前 記

工 事 に 関

連 す る 一

部 の 資 材

等 を 購 入

し て お り

ます。 

資材等の 

購入 
2,659 

支 払 手

形・工事

未 払 金

等 

1,212

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
工事請負、資材の購入については、当社と関係を有しない他の当事者の取引条件と同様に決定してお

ります。 
 

（税効果会計） 
決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたします。  
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（有価証券関係） 
前連結会計年度（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

 取 得 原 価 連結貸借対照表 
計 上 額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
(１) 株     式 ３９６ １，０８３ ６８７ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ３９７ ５０７ １１０ 

小   計 ７９３ １，５９１ ７９７ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
(１) 株     式 １６ １５ △   １ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 １０２ １０１ △   ０ 

小   計 １１８ １１６ △   １ 
合   計 ９１２ １，７０８ ７９５ 

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 
 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ９００百万円 
ＦＦＦ ２，８０３百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ４７百万円 

 
 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額          （単位：百万円）

区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

(１)債券 ― ― ― ― 
(２)その他 １００ ― ― ― 
合  計 １００ ― ― ― 
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当連結会計年度（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

 取 得 原 価 連結貸借対照表 
計 上 額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
(１) 株     式 ２３１ ５２４ ２９２ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ２９８ ３３９ ４０ 

小   計 ５３０ ８６３ ３３３ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
(１) 株     式 ２１６ １６７ △  ４８ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 １１２ １１１ △   １ 

小   計 ３２８ ２７８ △  ５０ 
合   計 ８５８ １，１４２ ２８３ 

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 19 年 4 月 1 日 至平成 20 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
１４０ ６９ ― 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ９０４百万円 
ＦＦＦ １，３６０百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
譲渡性預金 １，２００百万円 
非上場株式 ５１百万円 

 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額         （単位：百万円） 
区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

(１)債券 ― ― ― ― 
(２)その他 １，２００ ― ― ― 
合  計 １，２００ ― ― ― 

 
（デリバティブ取引関係） 
デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度を設けております。 
確定給付企業年金制度につきましては、ＯＫＩ企業年金基金が平成 17 年１月１日に設立さ

れており、当社はこれに加入しております。 
 

２．退職給付債務に関する事項                        （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

イ 退職給付債務 △ 5,404 △ 5,474 

ロ 年金資産 2,667 2,435 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 2,737 △ 3,038 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 27 24 

ホ 未認識数理計算上の差異 657 944 

ヘ 未認識過去勤務債務（債務の減額） △   619 △   567 

ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 2,672 △ 2,636 

 

前連結会計年度 

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり簡便法を採用しております。 

 

 
当連結会計年度 

同左 

 

 

３．退職給付費用に関する事項                        （単位：百万円） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

イ 勤務費用 (注)２ 200 204 

ロ 利息費用 115 111 

ハ 期待運用収益 △   59 △   61 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 3 3 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 104 89 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △   52 △   52 

ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 311 295 

 

前連結会計年度 

（注）１．上記退職給付費用以外に割増退職金

６百万円を支払っております。 

２．簡便法を採用している連結子会社の

退職給付費用は、勤務費用に計上して

おります。 

 

 
当連結会計年度 

（注）１．上記退職給付費用以外に割増退職金

０百万円を支払っております。 

２．      同左 

 

 



沖ウィンテック㈱ (1767) 平成 20 年３月期決算短信 

-24- 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

イ 退職給付見込額の期間配

分方法 

ポイント基準又は期間定額基

準 

同左 

ロ 割引率 2.1％ 同左 

ハ 期待運用収益率 2.3％ 同左 

ニ 過去勤務債務の額の処理

年数 

14 年（発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により

費用処理しております。） 

同左 

ホ 数理計算上の差異の処理

年数 

14 年（各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。） 

同左 

ヘ 会計基準変更時差異の処

理年数 

一部の子会社が 15 年で処理し

ております。 

同左 

  
 
(１株当たり情報) 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 
１株当たり純資産額 
 

 
1,133.00円 

 
１株当たり当期純利益金額 39.74円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
１株当たり純資産額 
 

 
1,159.59円 

 
１株当たり当期純利益金額 59.41円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

当期純利益(百万円) 479 716 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 479 716 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,072,072 12,067,341 
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５.個別財務諸表 

（１）貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

年度別 前事業年度 当事業年度

  科  目 構成比 構成比 金　額

　％ 　％ 

Ⅰ

現 金 預 金 2,213 2,211 

受 取 手 形 727 791 

完 成 工 事 未 収 入 金 9,360 8,939 

有 価 証 券 3,905 3,565 

未 成 工 事 支 出 金 1,096 1,095 

材 料 貯 蔵 品 191 182 

短 期 貸 付 金 ― 310 

前 払 費 用 41 41 

繰 延 税 金 資 産 276 292 

そ の 他 243 35 

   貸   倒   引   当   金 △ 27 △ 15 

18,029 72.3 17,452 71.1 △ 577 

Ⅱ

１

建 物 1,014 1,035 

減 価 償 却 累 計 額 △ 528 486 △ 563 471 

構 築 物 19 19 

減 価 償 却 累 計 額 △ 15 3 △ 16 3 

工 具 器 具 備 品 393 487 

減 価 償 却 累 計 額 △ 253 139 △ 268 218 

土 地 2,169 2,169 

建 設 仮 勘 定 5 ― 

有 形 固 定 資 産 計 2,805 11.2 2,862 11.7 57 

２

ソ フ ト ウ ェ ア 188 202 

施 設 利 用 権 24 24 

無 形 固 定 資 産 計 212 0.9 226 0.9 13 

３

投 資 有 価 証 券 1,651 1,175 

関 係 会 社 株 式 540 747 

出 資 金 23 196 

長 期 貸 付 金 1 1 

従 業 員 長 期 貸 付 金 146 126 

長 期 滞 留 債 権 15 33 

長 期 前 払 費 用 7 4 

繰 延 税 金 資 産 767 968 

保 証 金 316 317 

保 険 積 立 金 ― 326 

会 員 権 289 285 

そ の 他 237 2 

   貸   倒   引   当   金 △ 111 △ 182 

投 資 そ の 他 の 資 産 計 3,885 15.6 4,005 16.3 119 

固 定 資 産 合 計 6,903 27.7 7,094 28.9 191 

24,933 100.0 24,547 100.0 △ 386 

(  資  産  の  部  )

増　減

金　額 金　額

(平成20年３月31日現在)(平成19年３月31日現在)

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有　形　固　定　資　産

無　形　固　定　資　産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

固 定 資 産
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（単位：百万円）

年度別 前事業年度 当事業年度

  科  目 構成比 構成比 金　額

　％ 　％ 

Ⅰ

支 払 手 形 790 1,164 

工 事 未 払 金 6,561 5,551 

1年内返済予定長期借入金 0 ― 

未 払 金 191 230 

未 払 費 用 732 725 

未 払 法 人 税 等 279 329 

未 払 消 費 税 等 224 232 

未 成 工 事 受 入 金 312 355 

預 り 金 46 31 

前 受 収 益 0 0 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 7 6 

工 事 損 失 引 当 金 49 72 

流 動 負 債 合 計 9,195 36.9 8,699 35.5 △ 495 

Ⅱ

長 期 借 入 金 0 ― 

退 職 給 付 引 当 金 2,567 2,462 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 99 121 

長 期 預 り 保 証 金 27 26 

固 定 負 債 合 計 2,694 10.8 2,610 10.6 △ 84 

11,889 47.7 11,310 46.1 △ 579 

Ⅰ

資 本 金 2,001 8.0 2,001 8.2 

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 1,600 1,600 

資 本 剰 余 金 合 計 1,600 6.4 1,600 6.5 

利 益 剰 余 金

178 178 

特 別 償 却 準 備 金 2 ― 

別 途 積 立 金 7,400 7,700 

繰 越 利 益 剰 余 金 1,407 1,609 

利 益 剰 余 金 合 計 8,988 36.0 9,487 38.6 499 

自 己 株 式 △ 17 △0.0 △ 21 △0.1 △ 3 

12,573 50.4 13,069 53.2 496 

Ⅱ

その他有価証券評価差額金 470 167 

470 1.9 167 0.7 △ 303 

13,043 52.3 13,236 53.9 192 

24,933 100.0 24,547 100.0 △ 386 

１

評 価 ・ 換 算差 額 等 合計

株 主 資 本 合 計

１

２

３

４

(2) そ の 他 利 益 剰 余 金

(  負  債  の  部  )

増　減

金　額 金　額

(平成19年３月31日現在) (平成20年３月31日現在)

(1) 利   益   準   備   金

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

株 主 資 本

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

(  純　資　産　の　部  )
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（２）損益計算書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

年度別

  科  目 百分比 百分比 金　額 増減比

％ ％ ％ 

Ⅰ 25,726 100.0 26,565 100.0 839 3.3 

Ⅱ 21,441 83.4 21,980 82.7 539 2.5 

完 成 工 事 総 利 益 4,285 16.6 4,585 17.3 299 7.0 

Ⅲ 3,482 13.5 3,615 13.6 132 3.8 

営 業 利 益 803 3.1 969 3.7 166 20.8 

Ⅳ

受 取 利 息 9 10 

有 価 証 券 利 息 12 19 

受 取 配 当 金 54 57 

保 険 金 収 入 14 36 

雑 収 入 27 119 0.5 37 161 0.6 42 36.0 

Ⅴ

支 払 利 息 0 0 

棚 卸 資 産 廃 棄 損 ― 13 

雑 支 出 1 1 0.0 2 15 0.1 13 781.9 

経 常 利 益 920 3.6 1,116 4.2 195 21.3 

Ⅵ

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― ― ― 69 69 0.2 69 ― 

Ⅶ

固 定 資 産 売 却 損 ― 0 

固 定 資 産 除 却 損 10 2 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― 0 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 0 5 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4 53 

特 別 退 職 金 6 20 0.1 0 64 0.2 43 208.7 

税 引 前 当 期 純 利 益 899 3.5 1,121 4.2 222 24.7 

法人税、住民税及び事業税 430 534 

法 人 税 等 調 整 額 36 466 1.8 △ 8 525 2.0 58 12.6 

当 期 純 利 益 432 1.7 596 2.2 163 37.7 

完 成 工 事 高

金　額金　額

当事業年度

自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日

至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日

前事業年度

増　　　減

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

完 成 工 事 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益
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（３）株主資本等変動計算書 

 

 

 

 

（単位：百万円）

2,001 1,600 1,600 178 16 7,000 1,457 8,652 △ 15 12,238 

剰余金の配当(注）      － △ 48 △ 48 △ 48 

剰余金の配当      － △ 48 △ 48 △ 48 

当期純利益      －                   432 432 432 

自己株式の取得      －      － △ 1 △ 1 

特別償却準備金の取崩(注）      － △ 9          9      －      － 

特別償却準備金の取崩      － △ 3          3      －      － 

別途積立金の積立(注）      － 400 △ 400      －      － 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

     －      －      － 

     －      －      －      － △ 13 400 △ 50 336 △ 1 334 

2,001 1,600 1,600 178 2 7,400 1,407 8,988 △ 17 12,573 

485 485 12,724 

剰余金の配当(注）      － △ 48 

剰余金の配当      － △ 48 

当期純利益      － 432 

自己株式の取得      － △ 1 

特別償却準備金の取崩(注）      －       － 

特別償却準備金の取崩      －       － 

別途積立金の積立(注）      －       － 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△ 15 △ 15 △ 15 

△ 15 △ 15 319 

470 470 13,043 

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

自己
株式

株主
資本
合計

株主資本

利益
剰余金
合計

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越
利益
剰余金

特別
償却
準備金

別途
積立金

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

事業年度中の変動額合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

資本剰余金

資本金 利益
準備金

平成19年３月31日残高

平成18年３月31日残高

事業年度中の変動額

評価・
換算
差額等
合計

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

平成18年３月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

平成19年３月31日残高
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（単位：百万円）

2,001 1,600 1,600 178 2 7,400 1,407 8,988 △ 17 12,573 

剰余金の配当      － △ 96 △ 96 △ 96 

当期純利益      － 596 596 596 

自己株式の取得      －      － △ 3 △ 3 

特別償却準備金の取崩      － △ 2 2      －      － 

別途積立金の積立      － 300 △ 300      －      － 

株主資本以外の項目の
当事業年度変動額(純額)

     －      －      － 

     －      －      －      － △ 2 300 202 499 △ 3 496 

2,001 1,600 1,600 178      － 7,700 1,609 9,487 △ 21 13,069 

470 470 13,043 

剰余金の配当      － △ 96 

当期純利益      － 596 

自己株式の取得      － △ 3 

特別償却準備金の取崩      －      － 

別途積立金の積立      －      － 

株主資本以外の項目の
当事業年度変動額(純額)

△ 303 △ 303 △ 303 

△ 303 △ 303 192 

167 167 13,236 

別途
積立金

自己
株式

株主
資本
合計

株主資本

利益
剰余金
合計

利益剰余金

繰越
利益
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

特別
償却
準備金

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）

事業年度中の変動額合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

資本剰余金

資本金

平成20年３月31日残高

平成19年３月31日残高

事業年度中の変動額

評価・
換算
差額等
合計

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

平成19年３月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

平成20年３月31日残高
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(４)重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)材料貯蔵品  総平均法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産  定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法）によってお

ります。 

 （会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 19 年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 （追加情報） 

  法人税法の改正に伴い、平成 19 年３月 31 日以前に取

得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

(2)無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(3)長期前払費用  均等償却によっております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(2)完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業

年度末に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上しております。 

(3)工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高く、

かつ金額を合理的に見積ることができる場合に、その損

失見込額を計上しております。 



沖ウィンテック㈱ (1767) 平成 20 年３月期決算短信 

-31- 

 
(4)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法によ

り費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(5)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

 

５．完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっておりますが、長期大型（工期が 24 ヵ月を超え、請負金額が２億円超）

の工事については、工事進行基準によっております。 

なお、工事進行基準によった完成工事高は、135 百万円であります。 

  
６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

   
(５)表示方法の変更 

 

（貸借対照表関係） 

「短期貸付金」は、前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当事業年度において総資産の 100 分の１を超えたため区分掲記いたしました。なお、前事業年

度の「短期貸付金」は 215 百万円であります。 

 

「保険積立金」は、前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当事業年度において総資産の 100 分の１を超えたため区分掲記いたしました。なお、

前事業年度の「保険積立金」は 235 百万円であります。 

  
(６)注 記 事 項 

 

（貸借対照表関係） 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

１．関係会社に対する金額 

受取手形及び完成工事未収入金 2,455 百万円 ― 

完成工事未収入金 ― 2,703 百万円 

支払手形及び工事未払金 2,610 百万円 2,265 百万円 

２．会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数 

会社が発行する株式の総数 普通株式 40,000 千株 普通株式 40,000 千株 

発行済株式総数 普通株式 12,100 千株 普通株式 12,100 千株 

３．自己株式の保有数 普通株式   29 千株 普通株式   36 千株 



沖ウィンテック㈱ (1767) 平成 20 年３月期決算短信 

-32- 

４．事業年度末日満期手形 

事業年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が当事業年度末日の残

高に含まれております。 

 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

受取手形 18 百万円 ― 

 

（損益計算書関係） 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

１．関係会社との取引に係る金額 

受取配当金 38 百万円 38 百万円 

２．一般管理費に含まれる研究開発費 88 百万円 89 百万円 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

(７)そ の 他 

１．役員の異動  

(1)代表者の異動(６月 27 日開催予定の第 48 回定時株主総会後の取締役会において決定される

予定) 

 

 （ 氏 名 ） （ 現 役 職 ） 

取締役会長 佐 野 勝 彦 代表取締役社長 

代表取締役社長 村 瀬 忠 男 代表取締役副社長 

 

(2)その他役員の異動 

 

 未定であります。 
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２.受注工事高及び完成工事高の状況 

 
 《連結》完成工事高  

    （単位：百万円）

前連結会計年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

当連結会計年度 

自 平成 19 年 4 月 1 日 

至 平成 20 年 3 月 31 日 

増   減 

年度別 

 

 

区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 
  ％  ％  ％

情報通信システム部門 １７，４２７ ６０．８ ２０，５４８ ６５．９ ３，１２１ １７．９

電 気 設 備 部 門 １０，９８０ ３８．４ １０，４９０ ３３．６ △  ４８９ △ ４．５

そ の 他 ２１６ ０．８ １５２ ０．５ △   ６４ △２９．８

計 ２８，６２４ １００．０ ３１，１９１ １００．０ ２，５６６ ９．０

    

 《単独》完成工事高  
    （単位：百万円）

前事業年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 19 年 4 月 1 日 

至 平成 20 年 3 月 31 日 

増   減 

年度別 

 

 

区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 
  ％  ％  ％

情報通信システム部門 １５，０２６ ５８．４ １６，３３２ ６１．５ １，３０５ ８．７

電 気 設 備 部 門 １０，７００ ４１．６ １０，２３３ ３８．５ △  ４６６ △４．４

計 ２５，７２６ １００．０ ２６，５６５ １００．０ ８３９ ３．３

    

 《単独》受注工事高  
    （単位：百万円）

前事業年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 19 年 4 月 1 日 

至 平成 20 年 3 月 31 日 

増   減 

年度別 

 

 

区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 
  ％  ％  ％

情報通信システム部門 １５，２３４ ５７．８ １６，２９１ ６３．５ １，０５６ ６．９

電 気 設 備 部 門 １１，１３０ ４２．２ ９，３６３ ３６．５ △１，７６６ △１５．９

計 ２６，３６４ １００．０ ２５，６５４ １００．０ △  ７０９ △ ２．７
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